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（目的）我々は先行研究において、全国介護レセプトデータを用いて、重度要介護高

齢者が観察期間に在宅で生活したと考えられる全ての日数（以下、在宅日数）を算出

し、地域の指標として、「在宅日数 0 日の者の割合（以下、在宅ゼロ者割合）と、

「在宅日数 1 日以上の者の在宅日数」（以下、平均在宅日数）を地域を評価する指標

として算出した。本研究の目的は、在宅ゼロ者割合と平均在宅日数を市区町村別に算

出し、公表されている市区町村データとの関連を検討することである。 

（方法）本研究では、7 年間の全国介護レセプトデータ、統計でみる市町村のすがた、

および在宅医療にかかる地域別データ集を使用した。目的変数は、市区町村別に算出

した在宅ゼロ者割合および平均在宅日数とした。説明変数は、統計でみる市町村のす

がた、在宅医療にかかる地域別データ集から得た、市区町村の基本属性や、医療介護

サービスの提供状況に関する変数とした。重回帰分析により説明変数と目的変数の関

連を検討した。 

（結果）在宅ゼロ者割合のみと有意な負の関連を認めた変数は、財政力指数、在宅療

養支援病院数、小規模多機能型居宅介護事業所数であった。平均在宅日数のみと有意

な正の関連を認めた変数は、人口総数、人口密度、飲食店数、離婚者数であった。在

宅ゼロ者割合と有意な負の関連があり、かつ平均在宅日数と有意な正の関連を認めた

変数は、訪問看護ステーション数、看取りを実施する一般診療所数、公民館数、大型

小売店数、小売店数であった。 

（考察）重度要介護高齢者の在宅生活は、在宅での生活を支援するサービスだけでな

く、急変時や終末期の支援体制の整備により促進されうる可能性が考えられた。 
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Ａ．研究目的 

わが国では急速な高齢化に伴う重度要介護高齢

者の増加に対し、「重度な要介護状態となっても

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後

まで続ける」ことを目的とした、「地域包括ケア

システム」の構築が厚生労働省によって推進され

ている。そのために、市区町村の現状に基づいた

独自の施策の立案および実行が求められており、

地域包括ケアの担い手である市区町村の実態や施

策の評価指標が必要とされている。重度要介護者

の在宅生活継続は、前述の「重度な要介護状態と

なっても住み慣れた地域で自分らしい暮らし」と

いう地域包括ケアシステムの目標に相応する指標

になりうると考えられる。 

在宅生活継続の関連要因を検討した先行研究は

本邦においても行われているが、それらは個人を

対象とし、特定の都道府県や市区町村から対象者

を抽出して行われた研究のみであり、在宅継続の

状況や関連要因について、市区町村を単位とした

研究は実施されていない。 

我々は先行研究において、全国介護レセプトデ

ータを用いて、重度要介護高齢者が観察期間に在

宅で生活したと考えられる全ての日数（以下、在

宅日数）を算出した。また、在宅生活が可能とな

った者に対しては、その在宅生活を継続するため

の支援が必要である一方、在宅への復帰が困難な

者に対しては、施設での療養の質の向上に目を向

ける必要がある。そこで、「在宅日数 0 日の者の

割合（以下、在宅ゼロ者割合）と、「在宅日数 1

日以上の者の在宅日数」（以下、平均在宅日数）

を地域を評価する指標として算出した。在宅ゼロ

者割合と平均在宅日数を市区町村別に算出し、そ

れに関連する市区町村単位の要因を明らかにする

ことは、地域包括ケアシステム構築に関する市区

町村の方針や政策の決定に貢献すると考えられる。 

本研究の目的は、在宅ゼロ者割合と平均在宅日

数を市区町村別に算出し、公表されている市区町

村データとの関連を検討することである。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究では、統計法第 33 条（調査情報の提

供）による二次利用の承認を受け、厚生労働省統

計情報部より提供された 7 年間の全国介護レセプ

トデータ（サービス提供年月：2007 年 4 月～

2014 年 3 月)における基本情報データ、集計情報

データおよび受給者台帳データを用いた。また、

公表データとしてインターネット上に公開されて

いる、統計でみる市町村のすがた（総務省統計

局）、および在宅医療にかかる地域別データ集

（厚生労働省）も使用した。 

本研究では、介護レセプトデータを提供し、在

宅日数を算出した重度要介護高齢者の人数が 100

人以上であった市区町村とした。なお、在宅日数

算出の対象者は、提供を受けたデータの期間に要

介護度 4 または 5 の認定を受け、認定を受けた時

点の年齢が 65 歳以上であった者のうち、要支援

または要介護の認定を受けていた期間に介護保険

サービスを少なくとも 1 日以上利用した者とした。 

在宅日数は、対象者ごとに介護保険サービスを

少なくとも 1 日以上利用した月の総数を日数換算

した値から、「総入所期間」（介護老人保健施設、

介護老人福祉施設、介護療養型医療施設、特定施

設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、

地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護のサービス利用

日数と、15 日以上の短期入所生活介護、介護老

人保健施設および介護療養型医療施設の短期入所

療養介護、認知症対応型共同生活介護、特定施設

入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活

介護の短期利用型サービスの利用日数の合計）を

減じることにより算出した。 

本研究では、上記の方法により対象者ごとに在

宅日数を算出し、それを市区町村別に集計するこ

とにより、在宅ゼロ者割合および平均在宅日数を

算出した。 

また、統計でみる市町村のすがた、在宅医療に
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かかる地域別データ集から、市区町村の基本属性

や、医療または介護サービスの提供状況に関する

変数を説明変数として用いた。具体的な変数は以

下の通りである。 

統計でみる市町村のすがたから用いた変数は、

人口総数、人口あたり 65 歳以上人口、65 歳以上

の世帯員のいる主世帯数人口あたり高齢夫婦世帯

数、65 歳以上の世帯員のいる主世帯数あたり高

齢単身世帯数、人口あたり離婚件数、人口密度、

人口あたり課税対象所得、人口あたり従業者数、

人口あたり第１次産業従業者数、財政力指数、人

口あたり公民館数、人口あたり図書館数、世帯数

あたり一戸建住宅数、１住宅あたり延べ面積、世

帯数あたり高齢者等用設備住宅数、世帯数あたり

最寄りの老人デイサービスセンターまでの距離が

250m 未満の住宅数、人口あたり小売店数、人口

あたり飲食店数、人口あたり大型小売店数、人口

あたり百貨店・総合スーパー数、人口あたり一般

病院数、人口あたり療養病床を有する病院数、人

口あたり一般診療所数、人口あたり歯科診療所数、

人口あたり介護老人保健施設数、人口あたり介護

老人福祉施設数、人口あたり有料老人ホーム数、

人口あたり国民健康保険被保険者数、国民健康保

険被保険者１人あたり診療費 であった。 

在宅医療にかかる地域別データ集から使用した

変数は、人口あたり在宅療養支援病院、人口あた

り在宅療養支援診療所数、人口あたり訪問診療を

実施する一般診療所数、人口あたり看取りを実施

する一般診療所数、人口あたり訪問看護ステーシ

ョン数、人口あたり介護療養型医療施設病床数、

人口あたり小規模多機能型居宅介護事業所数 で

あった。 

分析においては、まず在宅ゼロ者割合および平

均在宅日数の市区町村を単位とした基本統計量を

算出し、次に重回帰分析により説明変数と目的変

数の関連を検討した。重回帰分析にあたっては、

多重共線性の影響を考慮し、VIF が 10 以下とな

るよう変数を選択した。 

分析には、SAS 9.3 (SAS Institute, Cary, NC, 

USA)  および Stata14 (StataCorp, College 

Station, TX, USA) を用いた。また、本研究は筑

波大学倫理委員会の承認を得て実施した。（通知

番号 第 1166 号） 

 

Ｃ．研究結果 

2014 年 3 月 31 日現在における 1741 市区町村

のうち、対象となったのは 1560 市区町村であっ

た。 (89.6%) 在宅ゼロ者割合の平均値および標

準偏差は 38.4±10.4%で、最大値は 78.2%、最小

値は 13.2%であった。また、平均在宅日数の平均

値および標準偏差は 336.3±59.3 日で、最大値は

616.5 日、最小値は 113.9 日であった。 

重回帰分析は、説明変数の全てについて欠損の

ない 1530 市区町村において実施した。在宅ゼロ

者割合のみと有意な負の関連を認めた変数は、財

政力指数が高い、在宅療養支援病院が多い、小規

模多機能型居宅介護事業所が多い であった。平

均在宅日数のみと有意な正の関連を認めた変数は、

人口総数が多い、人口密度が高い、飲食店が多い、

離婚数が多い であった。在宅ゼロ者割合と有意

な負の関連があり、かつ平均在宅日数と有意な正

の関連を認めた変数は、訪問看護ステーションが

多い、看取りを実施する一般診療所が多い、公民

館が多い、大型小売店が多い、小売店が多い で

あった。（表 1、 表 2） 

 

Ｄ. 考察 

本研究において用いた在宅医療介護サービスに

関する変数の中で、訪問看護ステーション数と看

取りを実施する一般診療所数は、在宅ゼロ者割合

と有意な負の関連を認め、かつ平均在宅日数とも

有意な正の関連を認めた。また、在宅療養支援病

院数、小規模多機能型居宅介護事業所数は、在宅

ゼロ者割合との有意な負の関連のみを認めた。 

在宅ゼロ者割合は要介護 4 または 5 の認定を受

けていた期間の全てで自宅で生活しなかった者の
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割合である。従って、ある変数と在宅ゼロ者割合

と有意な負の相関が認められた場合、その変数が

大きいほど、重度要介護高齢者のうち在宅で生活

した者の割合が大きいことが示唆され、在宅生活

の促進に関連する可能性があると考えられる。ま

た、平均在宅日数は自宅で生活した重度要介護高

齢者がその在宅生活を継続した期間を示す指標で

ある。従って、ある変数が平均在宅日数と正の相

関を認めた場合、その変数が大きいほど、在宅で

生活した重度要介護高齢者が長期間の在宅生活を

送ったことが示唆され、在宅生活の促進に関連す

る可能性があると考えられる。 

訪問看護ステーション数と看取りを実施する一

般診療所数は、在宅ゼロ者割合との有意な負の関

連と、平均在宅日数との有意な正の関連の双方を

認めた。本結果から、これらの数が多い市区町村

ほど、在宅で生活した重度要介護者が多く、かつ

重度要介護者が在宅生活を長期間にわたり継続し

ていたことが示唆された。特に、看取りを実施す

る一般診療所数に関しては、既存の診療所が体制

を整えることで増加させることが可能であるため、

診療報酬など医療政策の変更により増加が期待で

きることから、政策提言上の意義もあるものと考

えられる。 

小規模多機能型居宅介護事業所数、在宅療養支

援病院数は、在宅ゼロ者割合との有意な負の関連

が認められた。本結果から、これらの数が多い市

区町村ほど、在宅で生活した重度要介護者が多か

ったことが示唆された。小規模多機能型居宅介護

サービスは、訪問介護、通所介護、短期入所を同

一の事業所が一貫して行うサービスである。今後

は個人を単位として、本サービス提供の影響を明

らかにすることが必要であると考えられる。また、

在宅療養支援病院の主な施設基準は、医師および

看護師が患者の自宅を 24 時間訪問可能であるこ

とである。従って在宅療養支援病院数は、市区町

村における在宅生活者の急変時における支援体制

の一部を示していると考えられる。在宅療養支援

病院数は、看取りを実施する一般診療所数と同様、

既存の病院の体制変更により増加させることが可

能であることから、診療報酬等の医療政策の変更

による増加が期待でき、政策提言上の意義もある

ものと考えられる。 

本研究は市区町村を単位としたエコロジカル・

スタディであり、因果関係について言及すること

は困難であるが、今後、個人を単位とした分析を

行っていく上で、本研究の結果は有用であると考

えられる。 

 

Ｅ. 結論 

重度要介護高齢者の在宅生活は、在宅での生活

を支援するサービスだけでなく、急変時や終末期

の支援体制の整備により促進されうる可能性が考

えられた。 

 

Ｆ．健康危険情報 
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表 1 重回帰分析において在宅ゼロ者割合と有意な関連を認めた変数 

独立変数
標準化
偏回帰
係数

P値

財政力指数(市町村財政) -0.19 0.00
小売店数/人口 -0.13 0.00

看取りを実施する一般診療所数/人口 -0.11 0.00
公民館数/人口 -0.09 0.00

訪問看護ステーション数/人口 -0.08 0.00
大型小売店数/人口 -0.08 0.00

小規模多機能型居宅介護事業所数/人口 -0.06 0.00
在宅療養支援病院/人口 -0.05 0.02

一般診療所数/人口 0.06 0.04
介護療養型医療施設病床数/人口 0.09 0.00

介護老人保健施設数/人口 0.10 0.00
介護老人福祉施設数/人口 0.13 0.00

人口あたり歯科診療所数/人口 0.16 0.00
療養病床を有する病院数/人口 0.16 0.00

第１次産業従業者数/人口 0.18 0.00

在宅日数を算出したもののうち女性の割合 0.28 0.00  
 

表 2 重回帰分析において平均在宅日数と有意な関連を認めた変数 

独立変数
標準化
偏回帰
係数

P値

公民館数/人口 0.10 0.00
小売店数/人口 0.10 0.02

訪問看護ステーション数/人口 0.10 0.00
看取りを実施する一般診療所数/人口 0.09 0.00

大型小売店数/人口 0.07 0.02
飲食店数/人口 0.07 0.04
離婚件数/人口 0.07 0.05

人口密度 0.05 0.04

人口総数 0.05 0.05
療養病床を有する病院数/人口 -0.07 0.05
人口あたり歯科診療所数/人口 -0.07 0.01

一般病院数/人口 -0.08 0.03
一般診療所数/人口 -0.11 0.00

第１次産業従業者数/人口 -0.11 0.00
国民健康保険被保険者数/人口 -0.12 0.00

在宅日数を算出したもののうち女性の割合 -0.12 0.00
課税対象所得/人口 -0.17 0.00

介護老人福祉施設数/人口 -0.21 0.00  

 


